
１．賃金

（令和２年平均＝100）

実　数 実　数 実　数

円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 312,462 2.2 102.2 250,613 0.8 98.7 61,849 4,458

調 査 産 業 計
（ 一 般 労 働 者 ）

429,275 0.8 103.8 336,454 △ 0.8 99.9 92,821 5,270

調 査 産 業 計
（パートタイム労働者）

94,175 4.8 101.7 90,202 4.3 100.5 3,973 595

建 設 業 441,774 △ 1.0 113.3 341,645 △ 2.7 101.8 100,129 4,801

製 造 業 428,568 0.2 103.4 326,134 △ 2.2 99.5 102,434 7,887

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

582,817 10.0 101.4 427,415 5.0 101.5 155,402 51,129

情 報 通 信 業 424,145 17.2 102.0 333,006 13.2 109.2 91,139 23,163

運 輸 業 ， 郵 便 業 289,152 △ 9.7 85.8 262,890 △ 6.8 87.1 26,262 △ 11,855

卸 売 業 ， 小 売 業 215,992 8.7 103.2 175,444 0.2 95.0 40,548 16,989

金 融 業 ， 保 険 業 406,168 8.1 94.8 309,347 7.8 93.0 96,821 9,584

不動産業，物 品賃 貸業 367,987 74.9 163.7 270,526 40.6 140.2 97,461 79,526

学 術 研 究 ，
専門・技術サ ービ ス業

430,617 △ 6.6 91.0 328,499 △ 6.1 89.8 102,118 △ 8,407

宿泊業，飲食サービス業 103,023 6.8 106.3 97,076 5.7 104.6 5,947 1,466

生活関連サー ビス 業，
娯 楽 業

200,975 18.6 136.2 186,209 21.2 136.0 14,766 △ 388

教 育 ， 学 習 支 援 業 330,216 △ 1.6 114.8 257,735 0.1 107.0 72,481 △ 5,074

医 療 ， 福 祉 259,355 10.0 99.8 223,879 12.4 100.9 35,476 △ 2,279

複 合 サ ー ビ ス 事 業 373,940 4.7 107.0 296,479 9.2 108.8 77,461 △ 10,090

サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

269,831 10.7 96.9 230,985 10.0 95.6 38,846 5,284

※　鉱業，採石業，砂利採取業は数値が「－」のため省略する。

実質賃金
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対前年差
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毎月勤労統計調査地方調査 （令和４年平均）結果概要 
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産　　　　　業

特別に支払われた給与きまって支給する給与現金給与総額

　 図１　実質賃金の推移（対前年比）
　 -調査産業計、規模５人以上の事業所-

図２　賃金の推移（対前年同月比増減率）
-調査産業計、規模５人以上の事業所-

第１表　産業別賃金の動き
-規模５人以上の事業所-
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現金給与総額は２年連続増加
事業所規模５人以上の事業所における常用労働者１人平均月間現金給与総額は、312,462円（対前年比2.2％増）で２年連続のプ

ラスとなり、内訳をみると、きまって支給する給与は250,613円（対前年比0.8％増）となった。

産業別に現金給与総額の動きをみると、「不動産業，物品賃貸業」が対前年比74.9％増など11産業で増加したのに対し、「運輸

業，郵便業」が同9.7％減など４産業で減少した。

就業形態別の現金給与総額をみると、一般労働者が429,275円（対前年比0.8％増）、パートタイム労働者が94,175円（同4.8％

増）となった。（第１表、図１）

また、物価の変動を考慮した実質賃金指数の伸びをみると、現金給与総額は対前年比0.1％減、きまって支給する給与は対前年比

1.5％減となった。（図１）

対前年同月比増減率を月別にみると、現金給与総額は９月に4.1％増と最も増加した。（図２）



２．労働時間

　

　

（令和２年平均＝100）

実　数 対前年比 指数 実　数 対前年比 指数 実　数 対前年比 指数 実　数

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 131.9 1.1 99.9 121.1 0.1 98.6 10.8 12.9 117.1 17.2 △ 0.1

調 査 産 業 計
（ 一 般 労 働 者 ）

162.3 0.5 101.3 146.7 △ 0.4 99.8 15.6 10.7 119.0 19.1 △ 0.1

調 査 産 業 計
（パートタイム労働者）

75.0 △ 0.2 98.2 73.2 △ 0.6 97.8 1.8 18.0 116.7 13.6 △ 0.3

建 設 業 170.5 0.6 101.0 149.3 △ 1.9 96.4 21.2 22.8 152.3 20.3 △ 0.5

製 造 業 153.4 △ 1.4 102.1 139.1 △ 1.3 100.3 14.3 △ 2.1 123.7 18.5 △ 0.2

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

142.1 △ 1.2 99.1 130.9 △ 3.2 96.4 11.2 30.5 147.8 18.3 △ 0.2

情 報 通 信 業 163.8 6.8 114.6 151.1 6.4 112.1 12.7 11.9 156.5 19.3 0.8

運 輸 業 ， 郵 便 業 167.0 5.2 95.7 142.0 1.2 93.5 25.0 35.2 110.3 19.3 0.4

卸 売 業 ， 小 売 業 113.4 △ 1.2 93.2 107.9 △ 1.6 92.7 5.5 8.5 105.4 17.0 △ 0.1

金 融 業 ， 保 険 業 139.0 1.1 97.3 133.0 1.7 98.0 6.0 △ 8.0 85.1 18.5 0.1

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 151.1 27.0 120.8 140.1 21.4 117.3 11.0 210.1 196.6 18.3 2.0

学 術 研 究 ，
専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

149.5 △ 4.9 93.7 138.3 △ 2.5 95.5 11.2 △ 26.9 75.9 18.2 △ 0.7

宿泊業，飲食サービス業 73.6 3.6 102.6 69.2 0.6 99.6 4.4 106.4 201.9 12.5 0.3

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ，
娯 楽 業

129.9 19.9 137.2 123.2 18.4 135.8 6.7 61.6 171.6 17.3 2.1

教 育 ， 学 習 支 援 業 105.1 △ 2.2 105.6 92.4 △ 8.7 99.1 12.7 104.9 202.4 14.0 △ 1.3

医 療 ， 福 祉 118.4 4.6 102.2 114.0 5.2 102.7 4.4 △ 9.9 91.5 16.6 △ 0.2

複 合 サ ー ビ ス 事 業 145.5 2.1 98.8 131.9 △ 2.7 92.7 13.6 101.5 277.4 17.9 △ 0.2

サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

140.7 6.9 91.3 127.9 4.4 93.3 12.8 39.4 75.0 17.7 0.4

対前年差
（実数）

　

　 図３　労働時間の推移（対前年比）
　 -調査産業計、規模５人以上の事業所-

 図４　労働時間の推移（対前年同月比増減率）
　-調査産業計、規模５人以上の事業所-

第２表　 産業別労働時間の動き
―規模５人以上の事業所―

産　　　　　業
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総実労働時間は５年ぶりに増加

事業所規５人以上の事業所における１人平均月間総実労働時間は、131.9時間（対前年比1.1％増）と５年ぶりのプラスと

なった。

内訳をみると、所定内労働時間は121.1時間（同0.1％増）、所定外労働時間は、10.8時間（同12.9％増）となった。また、

出勤日数は17.2日で対前年差0.1日減となった。

産業別に1人平均月間総実労働時間をみると、「建設業」が170.5時間と最も多く、「運輸業、郵便業」、「情報通信業」

の順となった。

対前年比は、「不動産業，物品賃貸業」が27.0％増と最も増加し、「学術研究，専門・技術サービス業」が4.9％減と最

も減少した。（第２表、図３）



３.雇用

　

　

（令和２年平均＝100）

実数 対前年比 指数 比率
対前年
増減差

人 ％ ％ ポイント

調 査 産 業 計 503,923 0.6 100.0 34.9 △ 1.0

建 設 業 19,015 6.0 111.3 3.2 △ 1.0

製 造 業 145,080 △ 2.8 97.6 12.8 2.0

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

927 △ 24.5 88.3 10.9 △ 0.4

情 報 通 信 業 3,247 0.5 108.4 2.2 △ 4.2

運 輸 業 ， 郵 便 業 28,642 5.3 102.8 17.6 2.6

卸 売 業 ， 小 売 業 81,779 0.5 96.9 62.2 0.4

金 融 業 ， 保 険 業 10,251 2.5 99.2 9.6 △ 5.0

不動産業，物品賃貸業 5,315 △ 12.3 84.3 15.0 △ 36.8

学 術 研 究 ，
専門・技術サービス業

12,760 3.4 108.6 12.2 0.6

宿泊業，飲食サービス業 38,560 △ 6.2 94.6 86.0 0.7

生活関連サービス業，
娯 楽 業

13,594 △ 6.0 86.1 47.2 △ 15.6

教 育 ， 学 習 支 援 業 33,593 0.8 103.2 45.4 3.5

医 療 ， 福 祉 77,139 12.3 111.3 43.9 △ 8.5

複 合 サ ー ビ ス 事 業 4,148 △ 8.6 87.2 24.8 2.8

サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの） 29,873 △ 6.2 92.4 25.1 △ 6.6

　 図５　常用雇用の推移（対前年比）
　 -調査産業計、規模５人以上の事業所-

第３表　 産業別常用雇用の動き
―規模５人以上の事業所―

常用労働者数
パートタイム労働者

比率
産　　　　業

　 図６　常用雇用の推移（対前年同月比増減率の推移）
-調査産業計、規模５人以上の事業所-
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・年平均常用労働者数は５年ぶりに増加
年平均常用労働者数は503,923人（対前年比0.6％増）と５年ぶりのプラスとなった。

次に、産業別に常用労働者数の動きをみると、「医療，福祉」が対前年比12.3％増など８産業で増加したのに対し、「電

気・ガス・熱供給・水道業」が対前年比24.5％減など７産業で減少した。

常用労働者に占めるパートタイム労働者の割合は、34.9％（対前年差1.0ポイント減）となった。産業別にみると、「宿泊

業，飲食サービス業」86.0％（同0.7ポイント増）が最も多く、次いで「卸売業，小売業」、「生活関連サービス業，娯楽

業」の順となった。（第３表、図５）

月別に常用労働者数の対前年同月比増減率をみると、４月に1.8％増と最も増加した。（図６）



　

　

％ ポイント ％ ポイント ％

調 査 産 業 計 1.93 0.14 1.86 0.05 0.07

建 設 業 1.36 △ 0.80 1.00 △ 0.21 0.36

製 造 業 1.10 0.11 1.10 △ 0.07 0.00

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

0.43 △ 0.35 0.56 △ 0.32 △ 0.13

情 報 通 信 業 0.99 △ 0.44 1.13 △ 0.02 △ 0.14

運 輸 業 ， 郵 便 業 0.92 0.01 0.78 △ 0.18 0.14

卸 売 業 ， 小 売 業 1.99 0.10 1.86 0.00 0.13

金 融 業 ， 保 険 業 1.87 0.29 1.32 0.05 0.55

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 1.17 △ 0.97 1.84 △ 0.20 △ 0.67

学 術 研 究 ，
専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

1.69 0.41 1.23 0.09 0.46

宿泊業，飲食サービス業 3.94 △ 0.15 4.25 △ 0.10 △ 0.31

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ，
娯 楽 業

2.92 0.93 2.68 △ 0.23 0.24

教 育 ， 学 習 支 援 業 3.29 1.37 3.01 0.79 0.28

医 療 ， 福 祉 1.95 △ 0.27 1.87 0.14 0.08

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1.63 0.04 2.65 0.86 △ 1.02

サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの） 3.07 0.66 2.89 0.09 0.18

　 図７　入職率、離職率の推移
　 ―調査産業計、規模５人以上の事業所―

第４表　 産業別入職率、離職率の動き
―規模５人以上の事業所―
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・労働異動率は２年ぶりに入職超過
労働異動率（常用労働者における月間の増加および減少労働者の前調査期間末労働者数に対する百分率）の調査

産業計をみると、入職率は1.93％、離職率1.86％で入職超過となった。

次に、産業別に労働異動率をみると、「金融業，保険業」など９産業で入職超過であったのに対し、「複合サー

ビス事業」など５産業で離職超過であった。

産業別に入職率をみると、「宿泊業，飲食サービス業」が3.94％と最も多く、次いで「教育，学習支援業」、

「サービス業（他に分類されないもの）」の順となった。

離職率については、「宿泊業，飲食サービス業」が4.25％と最も多く、次いで「教育，学習支援業」、「サービ

ス業（他に分類されないもの）」の順となった。（第４表、図７）


